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平成２０年３月期  中間決算短信 
平成１９年１１月２２日 

上場会社名    テクニカル電子株式会社         上場取引所  ＪＱ 
コ ー ド 番 号 ６７１６                （ＵＲＬ http://www.technical-e.co.jp） 
代  表  者 (役職名) 取締役社長 代表執行役員 (氏名) 早  川  義  彰 
問合せ先責任者 (役職名) 経理部長                (氏名) 八 子  将          TEL（03）3762－5152 
半期報告書提出予定日  平成１９年１２月２１日 
 
１．19年9月中間期の連結業績（平成19年4月1日～平成19年9月30日） 
（１）連結経営成績                      （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利

益 
 
19年9月中間期 
18年9月中間期 

百万円   ％ 

4,156    △0.4 
4,174      28.3 

百万円   ％ 

168    △26.1 
227     260.6 

百万円   ％ 

133     △21.0 
169      ―   

百万円   ％ 

△85      ―   
105      ―   

19年3月期   8,753      ―   561      ―  461      ―   263      ― 

 
 １株当たり中間 

（当期）純利益 
潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）
純利益 

 
19年9月中間期 
18年9月中間期 

円 銭   
          △10  60 
      13 18 

円 銭 
―   
―   

19年3月期       32  87 ―   

(参考) 持分法投資損益 19年9月中間期 ―百万円  18年9月中間期  ―百万円 19年3月期   ―百万円         
 
（２）連結財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 
19年9月中間期 
18年9月中間期 

百万円 
10,780 

    11,175 

百万円 
1,731 
 1,517 

％ 

16.1 
         13.6   

円 銭 
        215    68 
        188    97 

19年3月期 11,288 1,736 15.4          216    28 

(参考) 自己資本 19年9月中間期  1,731百万円  18年9月中間期    1,517百万円  19年3月期   1,736百万円 
 
（３）連結キャッシュ･フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ
るキャッシュ・ フ
ロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
19年9月中間期 
18年9月中間期 

百万円 
126 
302 

百万円 
△192 
△163 

百万円 
△481 
△523 

百万円 
1,493 
2,090 

19年3月期 512 △287 △732 1,999 

 
２．配当の状況 
 １株当たり配当金   

(基準日) 中間期末 期 末 年 間 
 
19年3月期 

円 銭 
0 
円 銭 
0 
円 銭 
0 

20年3月期（実績） 0 0 

 
 

20年3月期（予想） 0 0 

0 

 

 

 
３．20年3月期の連結業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日） 

（％表示は対前期増減率） 
 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通  期 8,000  △8.6 350 △37.6 250 △45.8 30 △88.6 3 74 
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４．その他 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   有 
  新規  0社  除外  1社（社名 日飛電子精機㈱）  （注） 詳細は、6ページ「企業集団の 
状況」をご覧ください。 

 

（２）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成の
ための基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更         有 
② ①以外の変更                無 
〔（注）詳細は、23ページ「会計処理の変更」をご覧ください。〕 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 
① 期末発行済株式数  19年9月中間期8,038,100株 18年9月中間期8,038,100株 19年3月期8,038,100株 
（自己株式を含む） 
② 期末自己株式数    19年9月中間期 10,025株  19年9月中間期  10,025株 19年3月期 10,025株 
（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、33ページ「１株当たり情
報」をご覧ください。 
 

（参考）個別業績の概要 
 
１．19年9月中間期の個別業績（平成19年4月1日～平成19年9月30日） 
（１）個別経営成績                        （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利

益 
 
19年9月中間期 
18年9月中間期 

  百万円  ％ 
2,827     6.9 
2,644   108.0 

百万円   ％ 
34  △66.0 
102   ― 

百万円   ％ 
0      ― 
83     ― 

百万円   ％ 
△199      ― 
30    ― 

19年3月期 5,544      ― 307      ― 240      ― 120      ― 

 
 １株当たり中間 

（当期）純利益 
 
19年9月中間期 
18年9月中間期 

円  銭 
△24   83 
3  79 

19年3月期 15  01  

 
（２）個別財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
19年9月中間期 
18年9月中間期 

百万円 
8,404 
9,065   

百万円 
953 
1,063 

％ 
11.3 
11.7 

円 銭 
118     75 
132     45 

19年3月期 9,284 1,153 12.4 143     63 

 (参考)  自己資本   19年9月中間期  953百万円   18年9月中間期   1,063百万円   19年3月期     1,153百万円 
 
 
２．20年3月期の個別業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日） 

（％表示は、通期は対前期増減率） 
 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通  期 5,800   4.6 130  △57.6 100  △58.3 △110   ― △13  70 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える 

  不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は今後、 

  様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
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１．経営成績 
 
（1） 経営成績に関する分析 

①当中間連結会計期間の経営成績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資の増加や個人消費の緩やかな

回復により、景気は回復基調で推移したものの、原油価格の高騰や原材料価格の上昇などの不安感から、先行

きに対する不透明感を払拭できない状況が続いております。 

このような情勢の中で、当社では中期経営計画スローガンを「Challenge100」と制定し、品質、納期、コス

トの満足度、１００％達成と、平成21年3月期の売上１００億円以上を目標に取組んでおります。 

当社グル－プは主力事業である「駐車場関連事業」は、新製品である多機能駐車場管制システム｢とめタロ

－｣を投入致しましたが、拡販効果は第3四半期以後に寄与することや、昨年に比較してコインパ－キング市場

が多少冷え込んだことなどから、当中間連結会計期間は、昨年同期と比較して売上、収益面で下回って推移い

たしました。 

一方、「電子機器部品事業」は、前期から引き続き固定費の削減やSCMの再構築、販売価格交渉等を行った結

果、収益力が向上しており、またコネクタなどの電子部品及び、子会社（ EPE 株式会社及び

EPE(Thailand)Co.,LTD.）のプレス部品が前期から引き続き好調であったことから、業績は順調に推移いたしま

した。 

以上の結果、駐車場関連事業の低迷を補えきれず、当中間連結会計期間の売上高は41億5,647万円（対前年同

期比0.4％減）、営業利益は1億6,834万円（対前年同期比26.1％減）、経常利益は1億3,384万円（対前年同期比

21.0％減）となり、また当社において新会計基準の適用に伴い役員退職慰労引当金を特別損失として8,317万円

を計上したことや、日飛電子精機㈱との合併による棚卸資産の評価減3,543万円等により中間純損失は8,506万

円となりました。 

 

②通期の見通し 

通期の見通しにつきましては、堅調に回復してまいりました国内経済も原油価格の高騰も有り、拡大のスピ

ードは企業間格差が生じる結果となっており、厳しい状況も予想されます。 

当社といたしましては、当中間連結会計期間において計画未達となった事態を真摯に受け止め、下半期の重

点課題と具体的施策を以下の通り定め実行致します。 

＜駐車場関連事業戦略＞ 

・ 収益性の向上（メンテナンス業務の立て直し。受注時の採算性の明白化） 

・ 新製品の投入での拡販 

（３～５台車室用のＬｏｗ Ｃｏｓｔ精算機、ロック板を新規に市場に投入） 

（新製品である多機能駐車場管制システム｢とめタロ－｣を前面に押し立てた販促活動） 

（Ｗｅｂ（ＩＴ化）の推進を行い他社との差別化及びＪ－ＳＯＸ対応を図る。） 

・ 代理店、特約店の拡充 

・ 品質の向上（不具合解析及び品質管理を徹底し業界に於ける信用力、メンテナンス効率を高める。） 

＜電子機器事業戦略＞ 

・ ＣＲＴモニタの維持 

・ ＬＣＤモニタ戦略の強力な推進 

・ 海外ＯＳ化の確立 

＜電子精密部品事業戦略＞ 

・ 当社主力である医療機器部品事業、監視用カメラ関係部品事業、産業・業務機器部品の拡販。 

・ サプライチェ－ン・マネ－ジメント（生産・物流・在庫の管理）の徹底によるコストダウン、納期の

遵守及びEPE(Thailand)Co.,LTD.への生産移管によるコストダウンの実現 

・ ＲＯＨＳ対応を中心とした環境対応製品の充実 

このような中で、通期の連結業績といたしましては、売上高8,000百万円（対前年同期比8.6％減）、経常利
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益250百万円（対前年同期比45.8％減）、当期純利益30百万円（対前年同期比88.6％減）を見込んでおります。 

 
 
 
 

（２） 財政状態に関する分析 
①資産、負債及び純資産の状況 

当中間連結会計期間における総資産は、資産の部で現金及び預金等が、また、負債の部で借入金等が減少し

たことに伴い、前連結会計年度末に比べ5億853万円減少し、107億7,803万円となりました。 

純資産は、前連結会計年度末に比べ4,905万円減少し、17億3,147万円となりました。 

また、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ0.7％増加し、16.1％となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は14億9,332万円（前年同期比5億9,687万円減）となりま

した。各区分毎のキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロ－） 

営業活動の結果、増加した資金は、1億2,419万円（前年同期比1億7,945万円減）となりました。 

これは、税金等調整前中間純損失が802万円となり、仕入債務が1億3,325万円減少したものの、売上債権が1

億7,466万円減少したことと減価償却費1億3,263万円によるものであります。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロ－） 

投資活動の結果、支出した資金は、1億9,035万円（前年同期比2,678万円増）となりました。 

これは、有形固定資産売却による収入1億5,251万円があったものの有形固定資産の取得による支出３億1,592

万円が発生したことによるものであります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロ－） 

財務活動の結果、減少した資金は、4億8,173万円（前年同期比4,206万円減）となりました。 

これは、長期借入金の純減少額4億9,749万円によるものであります。 

なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りであります。 

 

 

          平成18年3月期 平成19年3月期 平成19年9月期 

 中間 期末 中間 期末 中間 

自己資本比率（％） 13.1 12.6 13.6 15.4 16.1 

時価ベースの自己資本比率
（％） 

46.2 31.7 18.0 18.9 15.0 

債務償還年数（年） 8.3 ― 18.3 12.5 23.2 

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍） 

6.1 ― 10.6 3.9 1.9 

 ※自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２.株式時価総額は、中間期末(期末)株価終値×中間期末(期末)発行済株式数(自己株式控除後)により算出して

おります。 
３.営業キャッシュ・フローは中間連結(連結)キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー
を使用しております。有利子負債は、中間連結(連結)貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っ

ている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、中間連結(連結)キャッシュ・フロー計
算書の利息の支払額を使用しております。 

４.債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍にしております。 
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５.平成17年3月期期末は、営業活動によるキャッシュ・フローが支出であるため債務償還年数及びインタレス
ト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

 
 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社では株主に対する配当につきましては、最重要施策のひとつとして認識しておりますが、基本的には収

益の状況に対応して決定すべきものと考えております。 

業績は、回復基調にあるものの、累損解消には至っておりませんことから、当期の期末配当につきましては、

誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。また、次期の配当につきましても、無配を予定しております。 

 一刻も早く累損を解消し復配を目指す所存であります。 

 

（４）事業等のリスク 

当社グループの事業その他に関するリスクについては、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある主

な事項を下記のとおり記載します。下記事項には、将来に関するものが含まれますが、当該事項は中間決算短

信提出日（平成19年11月22日）現在において当社グループが判断したものであり、事業等のリスクはこれらに

限られるものではありません。 

 

   1.新製品開発力 

当社グループは、独自性のある製品技術開発力により競合他社との差別化を図ることが、将来の成長性、収

益性の向上に寄与するものと考えております。 

しかしながら、新製品の開発と販売プロセスには以下のようなリスクが含まれております。 

①市場から支持を獲得できる新製品又は新技術を正確に予想できるとは限らず、これらの製品の市場での販売

状況によって業績が大きく変動する可能性があります。 

②現在開発中の新技術の製品化の遅れにより、市場のニーズに対応できなくなる可能性があります。 

以上のリスクをはじめとして、業界と市場の変化を充分に予測できず、魅力ある新製品を開発できない場合

には、将来の成長と収益性を低下させ、投下資金の負担が業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

   2.海外アウトソース 

当社グループは、電子機器部品事業において製造コスト削減のため、台湾、韓国、中国等へのアウトソーシ

ングを積極的に展開しておりますが、以下のようなリスクが考えられます。 

①予期しない法規又は税制の変更 

②テロ、戦争、その他の要因による社会的混乱 

政治又は法環境の変化、経済状況の変化による社会的混乱で事業の遂行に問題が生じる可能性があります。

従いまして、これらの事象は業績と財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

 

   3.製品の欠陥 

当社グループは、適用される法規、規格、基準及び顧客の要求事項を満足し、性能、安全性、信頼性ともに

優れた製品を生産いたしておりますが、将来においてリコールが発生しないという保証はありません。リコー

ルの状況によっては業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

   4.市場リスク 

当社グループは、金融機関や販売又は仕入に係る取引会社の株式を保有しているため、株式市場の価格変動

リスクを負っております。株式の価格変動リスクについては特別のヘッジ手段を用いておりません。 
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２．企業集団の状況 

当社グループは、当社及び子会社４社で構成されております。 

当社グループの主な事業内容と当社及び子会社の事業に係る位置づけ及び事業の種類別セグメントと

の関連は次のとおりであり、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

 

駐車場関連事業…… 駐車場管理機械等の製造・販売を行っており、主として当社が製造・販売を

行っております。  

 

電子機器部品事業… 放送局、医療用、船舶用モニタ・電算機用ディスプレイ等の電子機器ならび

に民生、産業用に使用されるソケット、コネクタ等の電子部品を製造・販売

しており、主として当社が製造・販売するほか子会社であるＥＰＥ(株)、Ｅ

ＰＥ(Thailand)Co.,LTD.も製造・販売を行っております。 

 

賃貸業……………… 土地・建物の賃貸を営んでおり、当社が事業を行っております。 

 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

     

得 意 先 

 

 

 

 

当   社 

電子機器部品事業 賃貸業 駐車場関連事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

得 意 先 

*は非連結子会社 

当社は、平成19年4月3日に連結子会社である日飛電子精機株式会社と合併いたしました。 

＊その他子会社1社 EPE株式会社 
＊その他子会社1社 

EPE(Thailand)Co.,LTD 

製品 賃貸 製品 
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３.経営方針 
   (1)経営の基本方針 

 「礼節」、「情熱」、「忠実」のコーポレートステーツメントのもと； 

・ 自社開発、自社生産、自社販売の遂行。 

  ・ お客様の成り立つ環境の提供、社会への貢献。 

・ 倫理・法規の遵守。 

以上を経営の基本方針としております。 

   

 (2)投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

 当社では、投資家の株式市場への参加を促進し、株式流動性の向上を図るために投資単位の引下げを重要課

題として認識しております。しかしながら、期末時点での当社株式の投資単位は、日本証券業協会が投資単位

の引下げの目安として示しております｢５０万円以上｣を下回る水準ですので、現時点での投資単位の引下げに

つきましては、特段の措置を講じる必要は無いものと判断しております。当社の株価が長期的、継続的に現在

の水準を大幅に上回って推移する状態になった場合に改めて検討したいと考えております。 

 

 (3)目標とする経営指標 

 中期３ヵ年計画における経営指標を以下に示します。 

   ・ ２００８年度、売上；１００億円以上 

  ・ 売上高経常利益率 ；５％以上 

  ・ 財務体質の強化  ；累損解消、借入金半減 

 

 (4)中長期的な経営戦略 

当社は、中期経営計画スローガンを「Challenge100」と制定し、 

・ 品質、納期、コストの満足度、１００％達成。 

・ 売上１００億円以上の達成。 

を目標といたしております。 

  この実現のための経営戦略は、各事業を通じた共通戦略と各事業戦略の二つに分けて考えており、以下の通 

りであります。 

＜共通戦略＞ 

・ サプライチェ－ン・マネ－ジメント（生産・物流・在庫の管理）の適用と、内外作政策の見直し。 

・ 海外調達部品の安定供給ルートの確保。 

・ 海外生産へのシフト。生産拠点はEPE(Thailand)Co.,LTD.。 

＜パーキング事業戦略＞ 

・ 新製品の投入と拡販。（DPS、新全自動精算機他） 

・ パートナービジネスの推進。 

・ “ものづくり”拠点の集約。 

・ ２４時間保守・メンテ業務の確立、および年間保守契約の締結拡大。 

・ 海外（韓国）ビジネスの推進。 

＜電子機器事業戦略＞ 

・ 有効性のあるCRTモニタの拡販。 

・ CMS（カラーマネジメント）技術を駆使したLCDモニタの開発とその拡販。 

＜電子精密部品事業戦略＞ 

・ 精密プレス部品の横展開による拡販。 

・ カスタム接続部品の拡大と拡販。 

以上、有効性と効率性を重視し、各事業部門が確実に成果を出せるよう努めてまいります。 
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(5)対応すべき課題 

当社グループを取巻く市場環境は決して安穏と出来るものではなく、市場ニーズに呼応した新商品の開発は

急務であると考えます。 

「駐車場関連事業」におきましては、電子マネー普及元年に遅れを取ること無くその決済ソリューションを

搭載した機器の開発を急ぎます。 

「電子機器部品事業」におきましては、CRTの終焉の時期を迎え残存者利益を追及するとともに、FPD化に対

応してまいります。コネクタ・プレス部品も携帯端末や自動車関連、デジタルカメラ等、活況を呈する分野へ

の拡販に注力してまいります。更に生産の収益の向上を目指し、電子機器・電子部品の海外生産を実行いたし

ます。 

全ての事業共にSCMを中心とした生産の効率化と固定費の削減、既存技術から発展進捗させた新技術の獲得、

人材の確保等をより積極的に進めることで市場での競争力を高めてまいります。 

内部統制システムにおきましても、戦略実行室の下部組織である情報システム部をJ-SOX責任部門とし、「コ

ンプライアンス・法令順守」･「情報セキュリティ」の確保に邁進してまいります。 

 

 (6)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策状況 
  ① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社では、コーポレート・ガバナンスの構築には、まず、経営トップの規律付けが重要と考えており、且つ

「経営の透明性と責任の明白化」ということを、あらゆる場で問うよう考えております。すなわち報告、連絡、

相談と言った、いわゆるコミュニケーションの実践がコーポレート・ガバナンスの基本と考えております。 

 
  ② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

（会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状

況） 

当社は、取締役会を毎月開催し、その他必要に応じ臨時の取締役会を開催しており、経営の基本方針や 

法令で定められた事項及び経営に関する重要事項を審議決定しております。役員ミーティングも頻繁に行 

い、取締役間での情報交換や執行監督を図っております。また、取締役、監査役、各部門長の出席による 

経営会議を月１回定期的に開催し、各部門の報告、問題等を討議しております。 

 監査役については３名のうち２名を社外から招聘しております。監査役は取締役会に出席するほか、経 

営会議等の社内重要会議に出席し、取締役の業務執行等を監視しております。 

また、会計監査人である監査法人トーマツとは監査契約に基づき、決算時における監査を受けております。 

顧問弁護士とは顧問契約に基づき、法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイスを受けております。 

 

(7)内部管理体制の整備運用状況 

  コーポレート・ガバナンスに関する報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状 

況」に記載しておりますので省略しております。 
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４．中間連結財務諸表等 
(1)中間連結貸借対照表 

 

  
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成
比 
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金 ※２  2,412,846   1,864,040   2,340,234  

２ 受取手形及び 
  売掛金 

※5,6  
 

1,145,489 
 
  1,093,997   1,241,278  

３ たな卸資産 ※２  993,632   1,250,371   1,144,618  

４ 繰延税金資産   118,487   117,735   136,804  

５ その他   305,685   266,949   260,542  

貸倒引当金  △21,514   △22,929   △26,096  

流動資産合計  4,954,625 44.3  4,570,165 42.4  5,097,381 45.2 

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産         

(1) 建物及び 
  構築物 

※1,2 1,529,626   1,649,715  1,706,439  

(2) 機械装置及び 
  運搬具 ※１ 393,429   369,065  372,578  

(3) 工具器具 
  及び備品 ※１ 340,745   359,578  320,398  

(4) 土地 ※２ 3,077,224   2,863,811  2,949,907  

(5) 建設仮勘定  ― 5,341,025 47.8 161,335 5,403,507 50.1 16,463 5,365,788 47.5 

２ 無形固定資産         

(1) 連結調整勘定  396,055   ―  ―  

(2) のれん  ―   367,337  381,696  

(3) その他  14,975 411,031 3.7 12,670 380,007 3.5 14,187 395,884 3.5 

３ 投資その他の 
  資産 

        

(1) 投資有価証券 ※２ 47,831   46,657  47,469  

(2) 繰延税金資産  ―   ―  1,028  

(3) その他 ※２ 432,764   393,675  392,164  

貸倒引当金  △11,641 468,953 4.2 △13,688 426,644 4.0 △10,859 429,803 3.8 

固定資産合計   6,221,009 55.7  6,210,159 57.6  6,191,475 54.8 

資産合計   11,175,635 100.0  10,780,325 100.0  11,288,857 100.0 
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前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額(千円) 
構成
比 
(％) 

金額(千円) 
構成
比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
  買掛金 

※６  1,157,924   958,986   1,058,372  

２ 短期借入金 ※２  3,054,196   3,119,984   3,148,579  

３ 一年以内 
  償還予定の社債   350,000   485,000   300,000  

４ 賞与引当金   18,360   15,881   18,993  

５ 製品保証引当金   1,880   5,240   3,530  

６ その他   283,772   474,442   465,710  

流動負債合計   4,866,133 43.5  5,059,535 46.9  4,995,187 44.2 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債   605,000   300,000   580,000  

２ 長期借入金 ※２  2,500,688   1,941,895   2,285,825  

３ 退職給付引当金   57,205   49,387   51,478  

４  役員退職慰労
引当金   15,373   101,551   18,517  

５ 長期受入保証金 ※２  540,752   521,568   531,811  

６ 未払退職金 ※３  620,518   590,740   603,345  

７ 繰延税金負債   133,811   ―   111,791  

８ 再評価に係る 
  繰延税金負債   317,565   317,565   317,565  

９  その他   1,532   166,609   56,959  

固定負債合計   4,792,448 42.9  3,989,316 37.0  4,557,293 40.4 

負債合計   9,658,582 86.4  9,048,852 83.9  9,552,480 84.6 

(少数株主持分)           

  少数株主持分   ― ―  ― ―  ― ― 
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前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金   1,052,850   1,052,850   1,052,850 9.3 

２ 資本剰余金   236,436   236,436   236,436 2.1 

３ 利益剰余金   △281,708   △208,587   △123,523 △1.1 

４ 自己株式   △3,294   △3,294   △3,294 △0.0 

 株主資本合計   1,004,283 9.0  1,077,403 10.0  1,162,468 10.3 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券 
  評価差額金   1,874   111   1,743 0.0 

２ 土地再評価 
  差額金   462,885   462,885   462,885 4.1 

３ 為替換算 
  調整勘定 

  48,000   191,061   109,269 1.0 

 評価・換算差額 
 等合計 

  512,760 4.6  654,058 6.1  573,898 5.1 

Ⅲ 少数株主持分   8 0.0  10 0.0  9 0.0 

純資産合計   1,517,052 13.6  1,731,472 16.1  1,736,377 15.4 

負債純資産合計   11,175,635 100.0  10,780,325 100.0  11,288,857 100.0 
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 (2)中間連結損益計算書 

 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   4,174,696 100.0  4,156,476 100.0  8,753,285 100.0

Ⅱ 売上原価   3,225,388 77.2  3,303,578 79.5  6,721,187 76.8

売上総利益   949,308 22.8  852,898 20.5  2,032,098 23.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  721,514 17.3  685,688 16.5  1,471,078 16,8

営業利益   227,794 5.5  168,341 4.0  561,019 6.4

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息  478   1,382  1,630  

２ 受取配当金  476   435  847  

３ 作業屑等売却収入  14,191   22,814  26,988  

４ 受取手数料  ―   1,580  26,960  

５ 為替差益  ―   5,202  ―  

６ その他  10,081 25,227 0.6 6,969 38,385 0.9 24,923 81,350 0.9

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息  66,430   67,034  134,622  

２ 為替差損  ―   ―  23,283  

３ その他  17,219 83,649 2.0 5,850 72,885 1.7 22,604 180,510 2.1

経常利益   169,371 4.1  133,841 3.2  461,858 5.3

Ⅵ 特別利益         

１ 固定資産売却益 ※２ 3,273   ―  12,161  

２ 投資有価証券売却益  ―   ―  400  

３ 役員退職慰労金戻入  ― 3,273 0.0 12,007 12,007 0.3 ― 12,561 0.1

Ⅶ 特別損失         

１ 前期損益修正損  ―   1,373  ―  

２ 固定資産除売却損 ※３ 5,534   13,785  55,424  

３ 企業再編費用  ―   3,834  2,559  

４ 役員退職慰労金繰入
額  ―   83,171  ―  

５ 減損損失 ※４ 3,019   729  19,040  

６ 棚卸評価損  ―   35,438  ―  

７ 役員弔慰金  ―   ―  12,000  

８ 退職金通算制度過年
度掛金  ―   ―  45,937  

９ 事業撤退損失  38,965 47,518 1.1 15,539 153,872 3.7 42,905 177,867 2.0

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

  125,126 3.0  △8,024 △0.2  296,553 3.4

法人税、住民税 
及び事業税  21,513   58,502  76,036  

法人税等調整額  △2,191 19,322 0.5 18,536 77,039 1.8 △43,473 32,562 0.4

少数株主利益   1 0.0  0 0.0  2 0.0

中間純利益又は 
当期純損失（△） 

  105,803 2.5  △85,064 △2.0  263,988 3.0
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 (3)中間連結株主資本等変動計算書 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
 

株主資本 
項目 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,052,850 439,433 △566,508 △3,294 922,480 

中間連結会計期間中の変動額      

 資本準備金の取崩  △202,997 202,997  ― 

 役員賞与   △24,000  △24,000 

 中間純利益   105,803  105,803 

 株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)      

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― △202,997 284,800 ― 81,803 

平成18年９月30日残高(千円) 1,052,850 236,436 △281,708 △3,294 1,004,283 

 

評価・換算差額等 

項目 その他 
有価証券 
評価差額金 
 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主 
持分 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 4,314 462,885 28,401 495,601 7 1,418,088 

中間連結会計期間中の変動額       

 資本準備金の取崩      ― 

 役員賞与      △24,000 

 中間純利益      105,803 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 

△2,440  19,599 17,159 1 17,161 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) △2,440 ― 19,599 17,159 1 98,964 

平成18年９月30日残高(千円) 1,874 462,885 48,000 512,760 8 1,517,052 
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当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
 

株主資本 
項目 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(千円) 1,052,850 236,436 △123,523 △3,294 1,162,468 

中間連結会計期間中の変動額      

 資本準備金の取崩      

 役員賞与      

 中間純損失   △85,064  △85,064 

 株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)      

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― ― △85,064 ― △85,064 

平成19年９月30日残高(千円) 1,052,850 236,436 △208,587 △3,294 1,077,403 

 

評価・換算差額等 

項目 その他 
有価証券 
評価差額金 
 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主 
持分 

純資産合計 

平成19年３月31日残高(千円) 1,743 462,885 109,269 573,898 9 1,736,377 

中間連結会計期間中の変動額       

 資本準備金の取崩      ― 

 役員賞与      ― 

 中間純損失      △85,064 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 

△1,632  81,792 80,160 1 80,161 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) △1,632 ― 81,792 80,160 1 △4,905 

平成18年９月30日残高(千円) 111 462,885 191,061 654,058 10 1,731,472 
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前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,052,850 439,433 △566,508 △3,294 922,480 

連結会計年度中の変動額      

 資本準備金の取崩  △202,997 202,997  ― 

 役員賞与   △24,000  △24,000 

 当期純利益   263,988  263,988 

 自己株式の処分      

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 

     

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 

― △202,997 442,985 ― 239,988 

平成19年３月31日残高(千円) 1,052,850 236,436 △123,523 △3,294 1,162,468 

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主 
持分 純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 4,314 462,885 28,401 495,601 7 1,418,088 

連結会計年度中の変動額       

 資本準備金の取崩       

 役員賞与      △24,000 

 当期純利益      263,988 

 自己株式の処分       

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) △2,571 ― 80,868 78,297 2 78,300 

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 

△2,571 ― 80,868 78,297 2 318,288 

平成19年３月31日残高(千円) 1,743 462,885 109,269 573,898 9 1,736,377 
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(5)中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 
 
   

税金等調整前中間(当期)純利益  125,126 △8,024 296,553 
減価償却費  126,663 132,634 266,452 
減損損失  3,019 729 19,040 
のれん償却額  14,359 14,359 28,718 
貸倒引当金の増加額(△減少額)  552 △1,624 3,457 
賞与引当金の増加額  9,338 △3,111 9,971 
製品保証引当金の増加額(△減少額)  △290 1,710 1,360 
退職給付引当金の減少額  △3,959 △2,091 △9,687 
役員退職慰労引当金の増加額(△減少額)  2,119 83,034 5,262 
未払退職金支払額  △9,512 △12,605 △26,685 
受取利息及び受取配当金  △954 △1,817 △2,478 
支払利息  66,430 65,174 134,622 
投資有価証券売却益  ― ― △400 
固定資産売却益  △3,273 ― △12,161 
固定資産除売却損  5,534 13,785 55,424 
売上債権の減少額(△増加額)  14,275 174,660 △71,540 
たな卸資産の減少額(△増加額)  △187,075 △73,420 △315,968 
未収消費税等の減少額(△増加額)  △9,196 ― △12,251 
仕入債務の増加額(△減少額)  409,204 △133,257 288,830 
未払消費税等の増加額(△減少額)  6,840 19,536 △10,696 
役員賞与の支払額  △24,000 ― △24,000 
その他  △161,190 △13,717 55,562 

小計  384,010 255,952 679,384 
利息及び配当金の受取額  861 1,930 3,368 
利息の支払額  △60,332 △65,017 △127,250 
法人税等の支払額  △22,726 △71,933 △43,709 
法人税等の還付額  1,111 3,263 1,114 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 
 

302,924 123,469 512,908 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 
 

   

定期預金の払戻による収入  50,033 100,040 82,033 
定期預金の預入による支出  △80,045 △130,108 △130,049 
有形固定資産の売却による収入  13,099 152,514 319,297 
有形固定資産の取得による支出  △127,789 △315,929 △547,776 
無形固定資産の取得による支出  △1,695 ― △1,695 
投資有価証券の売却による収入  ― ― 2,400 
投資有価証券の取得による支出  △2,019 △1,984 △3,872 
短期貸付金の回収による収入  165 728 4,037 
短期貸付金の貸付による支出  △101 △1,812 △194 
長期貸付金の回収による収入  ― ― ― 
保険積立金解約による収入  9,054 ― ― 
保険積立金による支出  △88 ― △88 
保険積立金解約による収入   ― 16,017 
その他  △24,189 6,910 △358 
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 
 

△163,576 △190,359 △287,247 
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前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 
 
   

短期借入金の純増加額(△純減少額)  △117,100 10,764 △73,067 
長期借入れによる収入  200,000 100,000 750,000 
長期借入金の返済による支出  △531,696 △497,495 △1,256,822 
社債の発行による収入  ―  197,282 
社債の償還による支出  △75,000 △95,000 △350,000 
転換社債の償還による支出  ―  ― 
新株予約権付社債の償還による支出  ―  ― 
自己株式の取得による支出  ―  ― 
財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 
 

△523,797 △481,730 △732,606 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 
 

9,479 41,632 41,360 

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増加額(△減少額) 

 
 

△374,969 △506,261 △465,585 

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 
 

2,465,169 1,999,583 2,465,169 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 
 

2,090,199 1,493,322 1,999,583 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 
 子会社４社のうち、テクニカル
電子㈱を連結の範囲に含め、㈱テ

クノス サンキュー、シティ情報
サービス㈱、㈲ＴＤＳ･東京の３
社を連結の範囲から除外しており

ます。 
 非連結子会社３社はいずれも小
規模会社であり、全体として、総

資産、売上高、中間純損益の持分
相当額、利益剰余金の持分相当額
等は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないた
め、連結の範囲から除外しており
ます。 

１ 連結の範囲に関する事項 
 子会社４社のうち、 EPE ㈱、
EPE(Thailand)Co.,LTD.、を連結の

範囲に含め、㈱テクノス サンキュ
ー、㈲香川パークサービスの２社を
連結の範囲から除外しております。 

 非連結子会社２社はいずれも小規
模会社であり、全体として、総資
産、売上高、中間純損益の持分相当

額、利益剰余金の持分相当額等は、
いずれも連結財務諸表に重要な影響
を及ぼしていないため、連結の範囲

から除外しております。 
 
  

１ 連結の範囲に関する事項 
 子会社５社のうち、 EPE ㈱、
EPE(Thailand)Co.,LTD.、日飛電子

精機㈱を連結の範囲に含め、㈱テク
ノス サンキュー、㈲香川パークサ
ービスの２社を連結の範囲から除外

しております。 
 非連結子会社２社はいずれも小規
模会社であり、全体として、総資

産、売上高、当期純損益の持分相当
額、利益剰余金の持分相当額等は、
いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結の範囲
から除外しております。 
 

２ 持分法の適用に関する事項 
 非連結子会社である㈱テクノス 
サンキュー、シティ情報サービス

㈱、㈲ＴＤＳ･東京の３社はいず
れも小規模会社であり、全体とし
て、中間純損益の持分相当額、利

益剰余金の持分相当額等は、中間
連結財務諸表に重要な影響を及ぼ
していないため、持分法を適用し

ておりません。 

２ 持分法の適用に関する事項 
非連結子会社である㈱テクノス 
サンキュー、㈲香川パークサービ

スの２社はいずれも小規模会社で
あり、全体として、中間純損益の
持分相当額、利益剰余金の持分相

当額等は、中間連結財務諸表に重
要な影響を及ぼしていないため、
持分法を適用しておりません。 

２ 持分法の適用に関する事項 
 非連結子会社である㈱テクノス 
サンキュー、㈲香川パークサービ

スの２社はいずれも小規模会社で
あり、全体として、当期純損益の
持分相当額及び利益剰余金の持分

相当額等は、連結財務諸表に重要
な影響を及ぼしていないため、持
分法を適用しておりません。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項 

 連結子会社の中間決算日は、中
間連結決算日と一致しておりま
す。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項 

 連 結 子 会 社 の う ち 、
EPE(Thailand)Co.,ＬTD.、の中間
決算日は6月30日であるため、中

間連結財務諸表の作成にあたって
は、同中間決算日現在の中間財務
諸表を使用しております。 

 ただし、平成19年7月1日から連
結決算日平成19年9月30日までの
期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って
おります。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す
る事項 

連 結 子 会 社 の う ち 、
EPE(Thailand) Co.,LTD.の決算日
は平成18年12月31日であるため、

連結財務諸表の作成に当たって
は、決算日現在の財務諸表を使用
しております。 

 ただし、平成19年1月1日から
連結決算日平成19年3月31日まで
の期間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っ
ております。 
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前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評
価方法 

(イ)有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 
時価のあるもの 
 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

時価のないもの 
 移動平均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評
価方法 

(イ)有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 
時価のあるもの 
 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評価

差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 
時価のないもの 
同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評
価方法 

(イ)有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 
時価のあるもの 
 連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

時価のないもの 
同左 

(ロ)たな卸資産の評価基準及び

評価方法 
製品・仕掛品 
駐車場関連 

主として個別法による
原価法 
電子機器 

主として個別法による
原価法 
電子部品 

主として総平均法によ
る原価法 
原材料 

駐車場関連 
主として最終仕入原価
法 

電子機器 
主として移動平均法に
よる原価法 

電子部品 
主として移動平均法に
よる原価法 

貯蔵品 
最終仕入原価法 
販売用不動産 

個別法による原価法 

(ロ)たな卸資産の評価基準及び

評価方法 
製品・仕掛品 
駐車場関連 

同左 
 
電子機器 

同左 
 
電子部品 

同左 
 

原材料 

駐車場関連 
同左 
 

電子機器 
同左 
 

電子部品 
同左 
 

貯蔵品 
同左 
販売用不動産 

――― 

(ロ)たな卸資産の評価基準及び

評価方法 
製品・仕掛品 
駐車場関連 

同左 
 
電子機器 

同左 
 
電子部品 

同左 
 
原材料 

駐車場関連 
同左 
 

電子機器 
同左 
 

電子部品 
同左 
 

貯蔵品 
同左 
販売用不動産 

――― 
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前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 
(イ)有形固定資産 
 定率法によっております。 

 ただし、当社の本社建物及
び構築物並びに連結子会社で
平成10年４月１日以降に取得

した建物は、定額法によって
おります。 
 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 
 建物及び構築物 
……３年～39年 

 機械装置及び運搬具 
……２年～17年  
工具器具及び備品 

……２年～20年 
また、在外連結子会社は、
当該国の会計基準に基づく

定額法を採用しておりま
す。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 
(イ)有形固定資産 
 同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 
(イ)有形固定資産 
 定率法によっております。 

 ただし、当社の建物及び東
京本社構築物並びに連結子会
社で平成10年４月１日以降に

取得した建物は、定額法によ
っております。 
 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 
 建物及び構築物 
……３年～39年 

 機械装置及び運搬具 
……２年～17年 
 工具器具及び備品 

……２年～20年 
また、在外連結子会社は、当
該国の会計基準に基づく定額

法を採用しております 

(ロ)無形固定資産 
 定額法によっております。 

 なお、ソフトウェア(自社
利用目的)については、社内
における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっており
ます。 

(ロ)無形固定資産 
同左 

 

(ロ)無形固定資産 
同左 

(ハ)長期前払費用 
   支出の効果が及ぶ期間にわ
たり均等償却しております。 

(ハ)長期前払費用 

同左 
 

(ハ)長期前払費用 

同左 
 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 
 社債発行費は支出時に全額費
用として処理しております。 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 
同左 

(3)重要な繰延資産の処理方法 
同左 
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前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(4) 重要な引当金の計上基準 
(5) 貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失に
備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等の特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上
しております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 
(5) 貸倒引当金 

同左 

(4) 重要な引当金の計上基準 
(5) 貸倒引当金 

同左 

(ロ)賞与引当金 
 一部の国内連結子会社にお
いて、従業員の賞与の支給に
充てるため、当中間連結会計
期間の負担すべき支給見込額
を計上しております。 

(ロ)賞与引当金 
    同左 
  

(ロ)賞与引当金 
   一部の国内連結子会社にお
いて、従業員の賞与の支給に
充てるため、当連結会計年度
の負担すべき支給見込額を計
上しております。 
   

(ハ)製品保証引当金 
 販売済製品の補修の費用等
に充てるため、過去の実績を
勘案し、将来の発生見込額を
計上しております。 

(ハ)製品保証引当金 
同左 

(ハ)製品保証引当金 
同左 

(ニ)退職給付引当金 
  一部の国内連結子会社にお
いて、従業員の退職給付に備
えるため、当連結会計年度末
における退職給付債務及び年
金資産の見込み額に基づき、
当中間連結会計期間末におい
て発生していると認められる
額を計上しております。 

(ニ)退職給付引当金 
同左 

(ニ)退職給付引当金 
一部の国内連結子会社におい
て、従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の
見込み額に基づき、当連結会計
年度末において発生していると
認められる額を計上しておりま
す 

(ホ)役員退職慰労引当金 
一部の国内連結子会社にお
いて、役員の退職慰労金の支
給に充てるため、内規に基づ
く中間連結会計期間末要支給
額を計上しております。 

(ホ)役員退職慰労引当金 
当社及び一部の国内連結子
会社において、役員の退職慰
労金の支給に充てるため、内
規に基づく中間連結会計期間
末要支給額を計上しておりま
す。 

(ホ)役員退職慰労引当金 
一部の国内連結子会社におい
て、役員の退職慰労金の支給に
充てるため、内規に基づく連結
会計年度末要支給額を計上して
おります。 

(5) 中間連結財務諸表の作成の基
礎となった連結会社の中間財務
諸表の作成に当たって採用した
重要な外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算基準 
 外貨建金銭債権債務は、中間
連結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。 
 なお、在外子会社等の資産及
び負債は、中間連結決算日の直
物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均相
場により円貨に換算し、換算差
額は資本の部における為替換算
調整勘定に含めております。 

(5) 中間連結財務諸表の作成の基
礎となった連結会社の中間財務
諸表の作成に当たって採用した
重要な外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算基準 
    同左 

(5) 連結財務諸表の作成の基礎と
なった連結会社の財務諸表の作
成に当たって採用した重要な外
貨建の資産及び負債の本邦通貨
への換算基準 
 外貨建金銭債権債務は、連結
決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。 
 なお、在外子会社等の資産及
び負債は、連結決算日の直物為
替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場によ
り円貨に換算し、換算差額は資
本の部における為替換算調整勘
定に含めております。 

  

 

 

 



テクニカル電子㈱  (6716) 平成20年3月期中間決算短信 

―  ― 22

 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(6) 重要なリース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によ
っております。 

(6) 重要なリース取引の処理方法 
同左 

(6) 重要なリース取引の処理方法 
同左 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 
 ヘッジ会計の要件を満たして
おり、かつ、想定元本、利息の
受払条件及び契約期間がヘッジ
対象負債と同一である金利スワ
ップ取引については、特例処理
を採用しております。 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 
同左 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 
同左 

(イ)ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段…金利スワップ 
ヘッジ対象…借入金利息 

(イ)ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段…同左 
ヘッジ対象…同左 

(イ)ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段…同左 
ヘッジ対象…同左 

(ロ)ヘッジ方針 
 借入金に係る将来の金利変
動によるリスクを回避するた
めに行っており、リスクヘッ
ジ目的以外の取引は行わない
方針であります。 

(ロ)ヘッジ方針 
同左 

(ロ)ヘッジ方針 
同左 

(ハ)ヘッジの有効性評価の方法 
 金利スワップの特例処理の
要件に該当するため、その判
定をもって有効性の判定に代
えております。 

(ハ)ヘッジの有効性評価の方法 
同左 

(ハ)ヘッジの有効性評価の方法 
同左 

(8) その他中間連結財務諸表作成
のための重要な事項 
 (イ)消費税等の会計処理の方法 
 税抜方式によっておりま
す。 
 

 (ロ)連結納税制度の適用 
 連結納税制度を適用してお
ります。 

 

(8) その他中間連結財務諸表作成
のための重要な事項 
 (イ)消費税等の会計処理の方法 

同左 
 
 

 (ロ)連結納税制度の適用 

同左 
 

 

(8) その他連結財務諸表作成のた
めの重要な事項 
 (イ)消費税等の会計処理の方法 

同左 
 
 

 (ロ)連結納税制度の適用 
同左 
 
 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲 
 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動について
僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資からなってお
ります。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲 

同左 
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会計処理の変更 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準) 
当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準」（企業会計基準第５号 
平成17年12月9日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計
基準等の適用指針」（企業会計基準
適用指針第8号 平成17年12月9日）

を適用しております。 
 従来の資本の部の合計に相当する
額は1,517,044千円であります。 

なお、当中間連結会計期間におけ
る中間連結貸借対照表の純資産の部
については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財
務諸表規則により作成しておりま
す。 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準)  
当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準第５号 平成
17年12月9日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準
等の適用指針」（企業会計基準適用
指針第８号 平成17年12月9日）を

適用しております。 
従来の資本の部の合計に相当する
額は1,736,367千円であります。 

なお、当連結会計年度における連結
貸借対照表の純資産の部について
は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ
り作成しております。 

――――― （役員退職慰労引当金） 

 当社の役員の退職慰労金の支給
に充てるため、内規に基づく中間
連結会計期間末要支給額を計上し

ております。 
 当社の役員退職慰労引当金は、
従来、支出時の費用として処理し

ておりましたが、当中間連結会計
期間より「租税特別措置法上の準
備金及び特別法上の引当金又は準

備金並びに役員退職慰労引当金等
に関する監査上の取扱い」（日本
公認会計士協会 平成19年4月13日

監査・保証実務委員会報告第42
号）を適用し、中間連結会計期間
末要支給額を役員退職慰労引当金

として計上する方法に変更してお
ります。 
この変更により、従来の方法に

よった場合と比べ、当中間連結会
計期間の営業利益及び経常利益は
それぞれ8百万円減少、税金等調整

前中間純損失及び当期純損失は91
百万円増加しております。 
 なお、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載して
おります。 

――――― 
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注記事項 
(中間連結貸借対照表関係) 

 
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

5,334,310千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

3,957,283千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

5,287,793千円 
※２ 担保に供している資産及び対
応する債務は次のとおりであり
ます。 

科目 金額 対応する債務 

預金 
建物及び 
構築物 

3,322千円 
1,062,994千円 

短期借入金 
1,539,154千円 

土地 2,517,412千円 
長期借入金 
905,565千円 

  
長期受入保証金 
489,040千円 

計 3,583,729千円 2,933,760千円 

    

※２ 担保に供している資産及び対
応する債務は次のとおりであり
ます。 

科目 金額 対応する債務 

建物及び 
構築物 1,335,602千円 

短期借入金 
1,676,614千円 

土地 2,699,580千円 
1年以内返済予
定の長期借入金 
354,325千円 

  
長期借入金 
1,189,926千円 

  
長期受入保証金 
489,040千円 

計 4,035,182千円 3,709,995千円 
 

※２ 担保に供している資産及び対
応する債務は次のとおりであり
ます。 

科目 金額 対応する債務 

建物及び 
構築物 1,351,481千円 

短期借入金 
1,263,228千円 

土地 2,692,829千円 
1年以内返済予
定の長期借入金 
369,079千円 

  
長期借入金 
1,238,180千円 

  
長期受入保証金 
489,040千円 

計 4,044,310千円 3,359,527千円 
 

※３ 当社は適格退職年金制度を採
用しておりましたが、平成13年
１月12日を基準日として、これ

を廃止し、基準日時点での退職
金要支給額と年金資産の配分額
との差額を退職日後１年間据置

10年間分割支払とすることとし
たため、当該未払額を「未払退
職金」として固定負債に計上し

ております。 

※３     同左 ※３     同左 

※４ 受取手形割引高  834千円 
              

 

※４     ―――――― 
               

※４ 受取手形割引高 23,365千円 
受取手形裏書高 10,000千円 

 
※５ 中間連結会計期間末日満期手
形の会計処理については、手形交換
日をもって決済処理しております。 
 なお、当中間会計期間末日が金融 
機関の休日であったため、次の中間 
会計期間末日満期手形が、中間会計 
期間末残高に含まれております。 
   受取手形   5,142千円 

 支払手形  18,857千円 

※５  中間連結会計期間末日満期
手形の会計処理については、手形交
換日をもって決済処理しておりま
す。 
 なお、当中間会計期間末日が金融 
機関の休日であったため、次の中間 
会計期間末日満期手形が、中間会計 
期間末残高に含まれております。 
   受取手形   4,616千円 
   支払手形   5,607千円 

 

※５ 連結会計年度末日満期手形の
会計処理については、手形交換
日をもって決済処理しておりま
す。 
 なお、当連結会計年度末日が
金融機関の休日であったため、
次の連結会計年度末日満期手形
が、連結会計年度末残高に含ま
れております。 
受取手形   11,317千円 
 支払手形  136,501千円 
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(中間連結損益計算書関係) 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 
荷造運搬費 16,659千円
貸倒引当金
繰入額 

997千円

役員報酬 65,077千円
給料手当 231,513千円

福利厚生費 46,626千円
減価償却費 11,076千円
賃借料 48,247千円

諸手数料 32,229千円
研究開発費 38,173千円

 

※１ 販売費及び一般管理費の主

なもの 
荷造運搬費 14,922千円
貸倒引当金 
繰入額 

1,592千円

役員報酬 67,466千円
給料手当 193,284千円

福利厚生費 39,248千円
役員退職慰労
引当金繰入 

3,294千円

減価償却費 13,682千円
賃借料 35,420千円
諸手数料 19,094千円

研究開発費 66,366千円
 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 
荷造運搬費 56,538千円
貸倒引当金
繰入額 

9,222千円

役員報酬 139,503千円
給料手当 452,249千円

福利厚生費 105,539千円
減価償却費 28,512千円
諸手数料 75,973千円

        研究開発費   104,695千円 

※２ 固定資産売却益 

 
機械装置及
び運搬具 3,273千円

  合計 3,273千円
 

※２    ―――――― 
 

 

 
 

※２ 固定資産売却益 

 
機械装置及
び運搬具 3,285千円

 土地 3,285千円
 合計 12,161千円 

※３ 固定資産除売却損 

 
 建物及び 
 構築物 1,393千円

 
 機械装置 
 及び 
 運般具 

233千円

 
 工具器具 
 及び備品 

3,906千円

  合計 5,534千円
 

※３ 固定資産除売却損 

 
 建物及び 
 構築物 5,623千円

 
 機械装置 
 及び 
 運般具 

6,566千円

 
工具器具 
 及び備品 

1,596千円

  合計 13,785千円  

※３ 固定資産除売却損 

 
 建物及び 
 構築物 21,352千円

 
 機械装置 
 及び 
 運般具 

1,365千円

 
工具器具 
 及び備品 

9,699千円

  土地 23,005千円
  合計 55,423千円 

※４ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グル

－プは以下の資産グル－プについて減損

損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

福岡本社 
福岡県福岡市 販売設備 

建物及び構築物

工具器具 

及び備品 

ＥＰＥ㈱ 
福島県喜多方
市 

遊休資産 

建物及び構築物

土地、機械装置

及び運搬具 

工具器具及び
備品 

当社は、事業用資産については継続的に収

支の把握を行っている管理会計上の区分に基

づきグル－ピングを行っております。 

福岡本社の販売設備、またＥＰＥ㈱の遊休

資産については、将来的にも収益向上の見通

しがたたないため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（3,019千

円）として特別損失に計上しております。 

減損損失の内訳は、建物及び構築物1,088千

円、土地815千円、機械装置及び運搬具179千

円、工具器具及び備品935千円であります。 

なお、当資産グル－プの回収可能価額は正

味売却価額により測定しており、処分予定価

額又は路線価に基づき算定しております。 

※４ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ル－プは以下の資産グル－プについて

減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

神奈川県
大和市 遊休資産 

無形固定資産 
（電話加入権） 

   
当社は、事業用資産については継続的に収

支の把握を行っている管理会計上の区分に基

づきグル－ピングを行っております。 

神奈川県大和市の電話加入権については、

将来的にも収益向上の見通しがたたないた

め、帳簿価額を全額減額し、当該減少額を減

損損失（729千円）として特別損失に計上し

ております。 

減損損失の内訳は、無形固定資産（電話加

入権）729千円であります。 

なお、当資産グル－プの回収可能価額は正

味売却価額により測定しておりますが、売却

可能性が見込めないため、零評価しておりま

す。 

※４減損損失 

当連結会計年度において、当社グル－プ

は以下の資産グル－プについて減損損失

を計上しました。 

場所 用途 種類 

福岡支社 
福岡市南区 遊休資産 

建物及び構築物 
機械装置及び運
搬具 
工具器具及び備
品 
土地 

ＥＰＥ㈱ 
福島県喜多方市遊休資産 

建物及び構築物 
機械装置及び運

当社グル－プは、事業用資産については継

続的に収支の把握を行っている管理会計上の

区分に基づきグル－ピングを行っておりま

す。 

福岡支社及びＥＰＥ㈱の遊休資産について

は、将来的にも収益向上の見通しがたたない

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（19,040千円）として

特別損失に計上しております。 

減損損失の内訳は、建物及び構築物9,641千

円、土地8,284千円、機械装置及び運搬具179

千円、工具器具及び備品935千円であります。 

なお、当資産グル－プの回収可能価額は正

味売却価額により測定しており、売却可能性

が見込める固定資産については、固定資産税

評価額に基づいて評価しており、売却が見込
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めない固定資産は零評価しております。 

 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 8,038,100 ― ― 8,038,100 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 10,025 ― ― 10,025 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 8,038,100 ― ― 8,038,100 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 10,025 ― ― 10,025 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

前連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成19年3月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計期間末 

普通株式（株） 8,038,100 ― ― 8,038,100 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計期間末 

普通株式（株） 10,025 ― ― 10,025 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関

係 
現金及び預金 2,412,846千円
預入期間が３ 
ヶ月を超える 
定期預金 

△322,646千円

現金及び 
現金同等物 2,090,199千円

 

  現金及び現金同等物の中間期
末残高と中間連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額

との関係 
現金及び預金 1,864,040千円
預入期間が３ 
ヶ月を超える 
定期預金 

△370,718千円

現金及び 
現金同等物 1,493,322千円

 

  現金及び現金同等物の期末残高
と連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係 

 
現金及び預金 2,340,234千円
預入期間が３ 
ヶ月を超える 
定期預金 

△340,650千円

現金及び 
現金同等物 1,999,583千円
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(セグメント情報) 

(1)事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
 

 
駐車場関連 
事業 
(千円) 

電子機器部品 
事業 
(千円) 

賃貸業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 2,266,357 1,846,559 61,780 4,174,696 ― 4,174,696 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 2,266,357 1,846,559 61,780 4,174,696 ― 4,174,696 

営業費用 2,103,063 1,641,609 33,336 3,778,010 168,892 3,946,902 

営業利益 163,294 204,949 28,443 396,686 (168,892) 227,794 

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品 

(1) 駐車場関連事業 ……駐車場管理機械等 
(2) 電子機器部品事業……放送用・医療用モニタテレビ、電算機用CRTディスプレイ、ソケット、コネク

タ、電源ユニット、システム機器等 

(3) 賃貸業     ……建物、土地の賃貸等 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(168,892千円)の主なものは、親会社本
社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
 

 
駐車場関連 
事業 
(千円) 

電子機器部品 
事業 
(千円) 

賃貸業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 1,906,939 2,192,157 57,379 4,156,476 ― 4,156,476 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 1,906,939 2,192,157 57,379 4,156,476 ― 4,156,476 

営業費用 1,802,380 1,970,854 34,291 3,807,526 180,609 3,988,135 

営業利益 104,559 221,303 23,088 348,950 (180,609) 168,341 

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品 

(1) 駐車場関連事業 ……駐車場管理機械等 
(2) 電子機器部品事業……放送用・医療用モニタテレビ、電算機用CRTディスプレイ、ソケット、コネク

タ、電源ユニット、システム機器等 

(3) 賃貸業     ……建物、土地の賃貸等 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(180,609千円)の主なものは、親会社本
社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 
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 (前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
 

 
駐車場関連 
事業 
(千円) 

電子機器部品 
事業 
(千円) 

賃貸業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

  売上高       

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 4,788,675 3,839,822 124,787 8,753,285 － 8,753,285 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 － － － － － － 

計 4,788,675 3,839,822 124,787 8,753,285 － 8,753,285 

  営業費用 4,358,246 3,434,124 67,456 7,859,827 332,438 8,192,266 

  営業利益 430,428 405,698 57,331 893,458 (332,438) 561,019 

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品 
(1) 駐車場関連事業 ……駐車場管理機械等 

(2) 電子機器部品事業……放送用・医療用モニタテレビ、電算機用CRTディスプレイ、ソケット、コネクタ、
精密部品、電源ユニット、システム機器等 

(3) 賃貸業     ……建物、土地の賃貸等 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（332,438 千円）の主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 
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(2)所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
 

 
日本 
(千円) 

アジア 
(千円) 

計 
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

  売上高      

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 3,575,808 598,888 4,174,696 － 4,174,696 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 76,023 1,381 77,405 (77,405) － 

計 3,651,831 600,270 4,252,102 (77,405) 4,174,696 

  営業費用 3,308,059 547,355 3,855,415 91,487 3,946,902 

  営業利益 343,772 52,914 396,686 (168,892) 227,794 

(注)  １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア    …… タイ 
３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（168,892 千円）の主なものは、親
会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
 

 
日本 
(千円) 

アジア 
(千円) 

計 
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

  売上高      

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

3,239,143 917,332 4,156,476 － 4,156,476 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 68,064 3,352 71,416 (71,416) － 

計 3,307,208 920,685 4,227,893 (71,416) 4,156,476 

  営業費用 3,111,095 767,847 3,878,943 109,192 3,988,135 

  営業利益 196,113 152,837 348,950 (180,609) 168,341 

(注)  １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 
アジア    …… タイ 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（180,609 千円）の主なものは、親

会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 
 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
 

 
日本 
(千円) 

アジア 
(千円) 

計 
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

  売上高      

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 7,507,627 1,245,658 8,753,285 － 8,753,285 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

142,906 4,952 147,859 (147,859) － 

計 7,650,534 1,250,611 8,901,145 (147,859) 8,753,285 

  営業費用 6,997,718 1,009,969 8,007,687 187,579 8,192,266 

  営業利益 652,816 240,642 893,458 (332,438) 561,019 

(注)  １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 
アジア    …… タイ 
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３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（332,438 千円）の主なものは、親
会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

 

(3)海外売上高 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
 

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(千円) 677,811 11,760 689,572 

Ⅱ 連結売上高(千円) － － 4,174,696 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 

16.2 0.3 16.5 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア    ……タイ、韓国、マレーシア 
(2)その他の地域  ……ポルトガル、アメリカ、ドイツ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります 

 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
 

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(千円) 1,137,142 12,747 1,149,889 

Ⅱ 連結売上高(千円) － － 4,156,476 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 

27.4 0.3 27.7 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア    ……タイ、韓国、マレーシア 
(2)その他の地域  ……ポルトガル、フランス、ドイツ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
 

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(千円) 1,559,301 22,727 1,582,028 

Ⅱ 連結売上高(千円) － － 8,753,285 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 

17.8 0.3 18.1 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 
(1)アジア    ……韓国、マレーシア、タイ 

(2)その他の地域  ……ポルトガル、アメリカ、ドイツ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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(リース取引関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

1 リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 
① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械装置 
及び 
運搬具 

196,765 125,101 ― 71,663 

工具器具
及び備品 163,626 80,326 ― 83,300 

合計 360,392 205,428 ― 154,964 

(注) 取得価額相当額は、有形固定資産の中間

期末残高等に占める未経過リース料中

間期末残高の割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

1 リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 
① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

減損損失
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械装置
及び 
運搬具 

186,498 129,827 ― 56,670 

工具器具
及び備品 171,587 101,720 ― 69,866 

合計 358,085 231,548 ― 126,537 

(注)        同左 

1 リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 
① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失 
累計額相
当額 

(千円) 

期末残高 
相当額 

(千円) 

機械装置
及び 
運搬具 

202,795 145,861 ― 56,933 

工具器具
及び備品 171,084 96,860  ― 74,223 

合計 373,879 242,722 ― 131,157 

(注) 取得価額相当額は、有形固定資産の期末

残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額及

びリース資産減損勘定中間期末残高 

１年以内 58,750千円
１年超 96,213千円

合計 154,964千円

リース資産 
減損勘定 
中間期末残高 

―千円

(注) 未経過リース料中間期末残高相当額の算

定は、有形固定資産の中間期末残高等

に占める未経過リース料中間期末残高

の割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額及

びリース資産減損勘定中間期末残高 

１年以内 51,638千円
１年超 74,898千円

合計 126,537千円

リース資産 
減損勘定 
中間期末残高 

―千円

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額及びリ

ース資産減損勘定期末残高 

１年以内 51,765千円
１年超 79,391千円

合計 131,157千円

リース資産 
減損勘定 
期末残高 

―千円

(注) 未経過リース料期末残高相当額の算定

は、有形固定資産の期末残高等に占め

る未経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 
支払リース料 31,660千円

リース資産減損 
勘定の取崩額 

2,068千円

減価償却費 
相当額 

31,660千円

減損損失 ―千円
 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

支払リース料 32,396千円

リース資産減損 
勘定の取崩額 －千円

減価償却費 
相当額 

－千円

減損損失 ―千円
 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 
支払リース料 63,783千円

リース資産減損
勘定の取崩額 2,068千円

減価償却費 
相当額 

61,715千円

減損損失 ―千円
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 
（借主側） 

    未経過リース料 
１年以内 1,312千円 
１年超 2,713千円 

合計 4,026千円 
 

２ オペレーティング・リース取引 
（借主側） 

    未経過リース料 
１年以内 1,580千円
１年超 2,069千円

合計 3,649千円
 

２ オペレーティング・リース取引 
（借主側） 

    未経過リース料 
１年以内 1,580千円
１年超 2,859千円

合計 4,440千円
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 (１株当たり情報) 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 188.97円 
 

１株当たり純資産額 215.687円
 

１株当たり純資産額 216.28円 
 

１株当たり中間純利益 13.18円 
 

１株当たり中間純損失 10.60円
 

 
１株当たり当期純利益 32.88円 
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式調
整後１株当たり中間純損失となるた
め記載しておりません。 
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、希薄化効果
を有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。 
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、１株当たり
当期純損失となるため記載しており
ません。 

(注) １株当たり中間純利益又は1株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上
の基礎は、以下のとおりであります。 

(注) 算定上の基礎 
１. １株当たり純資産額 

項目 前中間連結会計期間末 
(平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年9月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年3月31日) 

中間連結損益計算書及び連

結貸借対照表上の純資産の

部の合計額(千円) 

1,517,052 1,731,472 1,736,377 

普通株式に係る純資産額

(千円) 
1,517,044 1,731,462 1,736,367 

差額の主な内訳（千円） 

少数株主持分 

 

8 

 

10 

 

9 

普通株式の発行済株式数

(株) 
8,038,100 8,038,100 8,038,100 

普通株式の自己株式数(株) 10,025 10,025 10,025 

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数
(株) 

8,028,075 8,028,075 8,028,075 

２. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

中間連結損益計算書上の 
中間純利益又は当期純損失
(千円) 

105,803 △85,064 263,988 

普通株主に帰属しない金額
の主要な内訳(千円) 
 利益処分による役員賞与
金 

― ― ― 

普通株式に係る 
中間純利益又は当期純損失 

105,803 △85,064 263,988 

普通株式の期中平均株式数
(株) 

8,028,075 8,028,075 8,028,075 
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(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)   

該当事項はありません。 

 

(開示の省略) 

有価証券、デリバディブ取引、ストック・オプション等、企業結合等に関する注記事項につきまし

ては、中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
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個別中間財務諸表等 
(1)中間貸借対照表 

 

 
 

前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(資産の部) 
 

         

Ⅰ 流動資産 
 

         

１ 現金及び預金   1,998,359   1,481,004   1,924,416  

２ 受取手形 ※５  177,430   201,798   264,681  

３ 売掛金 
 

 517,174   510,302   512,860  

４ たな卸資産 
 

 541,900   849,565   597,985  

５ 繰延税金資産 
 

 91,062   93,707   101,199  

６ その他 
 

 520,428   250,382   629,082  

貸倒引当金 
 

 △16,917   △12,025   △12,145  

流動資産合計 
 

 3,829,439 42.2  3,374,735 40.2  4,018,084 43.3 

Ⅱ 固定資産 
 

         

１ 有形固定資産 
 

         

(1) 建物 ※1,2 1,293,287   1,476,266   1,479,031   

(2) 土地 ※２ 2,395,401   2,287,604   2,290,579   

(3) その他 ※１ 478,484 4,167,173 46.0 491,221 4,255,092 50.6 447,812 4,217,425 45.4 

２ 無形固定資産 
 

 10,187 0.1  47,624 0.5  9,877 0.1 

３ 投資その他の資産 
 

         

(1) 投資有価証券 ※２ 672,265   348,054   669,751   

(2) その他 
 
397,874   393,171   380,201   

貸倒引当金 
 
△11,641 1,058,498 11.7 △13,688 727,536 8.7 △10,859 1,039,095 11.2 

固定資産合計 
 

 5,235,859 57.8  5,030,254 59.8  5,266,398 56.7 

資産合計 
 

 9,065,298 100.0  8,404,989 100.0  9,284,483 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(負債の部) 
 

         

Ⅰ 流動負債 
 

         

１ 支払手形 ※５  406,314   309,249   426,739  

２ 買掛金 
 

 339,987   291,929   400,099  

３ 短期借入金 ※２  2,261,240   1,521,288   1,609,704  

４ １年以内償還予定の
社債 

 
 350,000   485,000   300,000  

５ 1年以内返済予定の
長期借入金 

 
 13,144   838,279   891,845  

６ 製品保証引当金 
 

 1,880   5,240   3,530  

７ その他 
 

     220,635       282,650   265,850  

流動負債合計 
 

 3,593,202 39.7  3,733,629 44.5  3,897,770 42.0 

Ⅱ 固定負債 
 

         

１ 社債   605,000   485,000   580,000  

２ 長期借入金 ※２  2,324,430   1,856,639   2,155,485  

３ 役員退職慰労引当金   ―   91,692   ―  

４ 長期受入保証金 ※２  540,422   521,568   531,481  

 
５ 未払退職金 
 
６ 繰延税金負債 
 

※３ 
 
 

 
620,518 
 
833 

  
590,740 
 
292 

  
603,345 
 
624 

 

７ 再評価に係る 
  繰延税金負債 

 
 317,565   317,565   317,565  

８ その他 
 

 ―    39,524   45,085  

固定負債合計 
 

 4,408,770 48.6  3,718,016 44.2  4,233,586 45.6 

負債合計 
 

 8,001,972 88.3  7,451,654 88.7  8,131,357 87.6 

           
 



テクニカル電子㈱  (6716) 平成20年3月期中間決算短信 

―  ― 37

 

 
 

前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

Ⅰ 株主資本 
 

         

1 資本金 
 

 1,052,850 11.6  1,052,850 12.5  1,052,850 11.3 

2 利益剰余金 
 

         

（1）その利益剰余金 
 

         

繰越利益剰余金 
 

 △450,329   △559,532   △360,224  

3 自己株式 
 

 △3,294   △3,294   △3,294  

  株主資本合計 
 

 599,225 6.6  490,022 5.8  689,331 7.4 

Ⅱ 評価・換算差額等 
 

         

(1)土地再評価差額金 
 

 462,885   462,885   462,885  

（2）その他有価証券 
 評価差額金 

 
 1,214   427   909  

評価・換算差額等合計 
 

 464,099 5.1  463,312 5.5  463,794 5.0 

純資産合計 
 

 1,063,325 11.7  953,335 11.3  1,153,126 12.4 

負債純資産合計 
 

 9,065,298 100.0  8,404,989 100.0  9,284,483 100,0 
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 (2)中間損益計算書 
 

 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高 
 

 2,644,524 100.0  2,827,231 100.0  5,544,058 100.0 

Ⅱ 売上原価 
 

 2,029,252 76.7  2,231,593 78.9  4,190,550 75.6 

売上総利益 
 

 615,272 23.3  595,638 21.1  1,353,508 24.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
 

 512,496 19.4  560,734 19.8  1,045,532 18.9 

営業利益 
 

 102,776 3.9  34,904 1.3  307,976 5.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１  46,729 1.8  28,899 1.0  65,096 1.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２  66,026 2.5  63,208 2.3  132,663 2.4 

経常利益 
 

 83,479 3.2  595 0.0  240,409 4.3 

Ⅵ 特別利益 ※３  ― ―  ― ―  9,276 0.2 

Ⅶ 特別損失 ※4,5  45,951 1.8  177,863 6.2  127,413 2.3 

税引前中間(当期)純
利益又は税引前中間
純損失(△) 
 

 

 37,528 1.4  △177,267 6.2  122,272 2.2 

法人税、住民税 
及び事業税 

 
6,882   2,512   11,658   

法人税等調整額 
 

240 7,122 0.3 19,528 22,040 0.8 △9,897 1,761 △0.2 

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△) 

 
 30,405 1.1  △199,308 7.0  120,510 2.2 
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（3）中間株主資本等変動計算書 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 
資本準備金 

繰越利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,052,850 202,997 △683,732 △3,294 568,820 

中間会計期間中の変動額      

 資本準備金の取崩（注）  △202,997 202,997  ― 

中間純利益   30,405  30,405 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

     

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

 ― △202,997 233,402 ― 30,405 

平成18年９月30日残高(千円) 1,052,850 ― △450,329 △3,294 599,225 

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,491 462,885 464,376 1,033,196 

中間会計期間中の変動額     

 資本準備金の取崩    ― 

 中間純利益    30,405 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

△276  △276 △276 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

△276 ― △276 30,128 

平成18年９月30日残高(千円) 1,214 462,885 464,099 1,063,325 

（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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（3）中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 
資本準備金 

繰越利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

平成19年３月31日残高(千円) 1,052,850 ― △360,224 △3,294 689,331 

中間会計期間中の変動額      

 資本準備金の取崩      

中間純利益   △199,308  △199,308 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

     

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

 ― ― △199,308 ― △199,308 

平成19年９月30日残高(千円) 1,052,850 ― △559,532 △3,294 490,022 

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成19年３月31日残高(千円) 1,491 462,885 464,376 1,153,707 

中間会計期間中の変動額     

 資本準備金の取崩     

 中間純利益    △199,308 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

△1,064  △1,064 △1,064 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

△1,064 ― △1,064 △200,372 

平成19年９月30日残高(千円) 427 462,885 463,312 953,335 

 

 



テクニカル電子㈱  (6716) 平成20年3月期中間決算短信 

―  ― 41

前当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 
資本準備金 

繰越利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,052,850 202,997 △683,732 △3,294 568,820 

事業年度中の変動額      

 資本準備金の取崩（注）  △202,997 202,997  ― 

 当期純利益   120,510  120,510 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

     

事業年度中の変動額合計 
(千円) 

― △202,997 323,508 ― 120,510 

平成19年３月31日残高(千円) 1,052,850 ― △360,224 △3,294 689,331 

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,491 462,885 464,376 1,033,196 

事業年度中の変動額     

 資本準備金の取崩（注）    ― 

 当期純利益    120,510 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △581 ― △581 △581 

事業年度中の変動額合計 
(千円) △581 ― △581 119,929 

平成19年３月31日残高(千円) 909 462,885 463,794 1,153,126 

（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
  子会社株式 

   移動平均法による原価法 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格
等に基づく時価法(評価差
額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動
平均法により算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
  子会社株式 

同左 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 

同左 
 
 

 
 

   時価のないもの 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
  子会社株式 

同左 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基
づく時価法(評価差額は全
部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法
により算定) 

   時価のないもの 

同左 
 (2) たな卸資産 
 製品     
駐車場関連 主として個別

法による原価
法 

   電子機器   個別法による

原価法 
   電子部品   総平均法法に

よる原価法 

  原材料 
 駐車場関連 主として個別

法による原

価法 
電子機器  移動平均法によ

る原価法 

電子部品   移動平均法によ
る原価法 

仕掛品 

駐車場関連 主として個別法 
による原価法 

   電子機器 個別法による原価

法 
   電子部品 総平均法による原

価法 

  貯蔵品 
   最終仕入原価法 
販売用不動産 

   個別法による原価法 
 

 (2) たな卸資産 
 製品 
駐車場関連 同左 

 
 
  電子機器   同左 

 
  電子部品   同左 
 

 原材料 
駐車場関連 同左 
 

 
電子機器 同左 
 

電子部品   同左 
 

 仕掛品 

駐車場関連 同左 
 
  電子機器   同左 

 
  電子部品   同左 
 

 貯蔵品 
同左 
――― 

 

 (2) たな卸資産 
  製品 
駐車場関連 同左 

 
 
   電子機器   同左 

 
   電子部品   同左 
 

原材料 
駐車場関連 最終仕入原価

法 

 
電子機器    同左 
 

電子部品    同左 
 

  仕掛品 

駐車場関連 同左 
 
   電子機器   同左 

 
   電子部品   同左 
 

貯蔵品 
同左 
――― 
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前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 
  定率法によっております。 
ただし、平成10年４月１日以降

取得した東京本社建物（建物附
属設備は除く）及び東京本社構
築物及び福岡本社建物について

は、定額法によっております。 
建物及び構築物 ３年～39年 
  機械及び装置  ２年～17年 

  工具器具及び備品２年～20年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 
同左 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産  
定率法によっております。 
ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備は
除く）及び東京本社構築物につ
いては、定額法によっておりま

す。 
建物及び構築物  ３年～39年 
機械及び装置   ２年～17年 

工具器具及び備品 ２年～20年 
 (2) 無形固定資産 
  定額法によっております。 
  なお、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利
用可能期間(５年)に基づく定額法
によっております。 

 (2) 無形固定資産 
同左 

 

 (2) 無形固定資産 
同左 

 

３ 繰延資産の処理方法 
 ――― 

３ 繰延資産の処理方法 
社債発行費は支出時に全額費用
として処理しております。 

３ 繰延資産の処理方法 
 同左 

４ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒れによる損失に備え
るため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等の
特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 役員退職慰労引当金 
  ――― 

 

(2)役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に充て
るため、内規に基づく中間連結会
計期間末要支給額を計上しており
ます。 

(2) 役員退職慰労引当金 
――― 

 

 (3) 製品保証引当金 
  販売済製品の補修の費用等に充
てるため、過去の実績を勘案し、
将来の発生見込額を計上しており
ます。 

 (3) 製品保証引当金 
同左 

 (3) 製品保証引当金 
同左 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準 
  外貨建金銭債権債務は、中間決
算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処
理しております。 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準 

同左 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準 
  外貨建金銭債権債務は、決算日
の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理し
ております。 

６ リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。 

６ リース取引の処理方法 
同左 

６ リース取引の処理方法 
同左 
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前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

７ ヘッジ会計の方法 
 (1) ヘッジ会計の方法 
  ヘッジ会計の要件を満たしてお
り、かつ、想定元本、利息の受払
条件及び契約期間がヘッジ対象負
債と同一である金利スワップ取引
については、特例処理を採用して
おります。 
 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段…金利スワップ 
  ヘッジ対象…借入金利息 
 (3) ヘッジ方針 
  借入金に係る将来の金利変動に
よるリスクを回避するために行っ
ており、リスクヘッジ目的以外の
取引は行わない方針であります。 
 (4) ヘッジの有効性評価の方法 
  金利スワップの特例処理の要件
に該当するため、その判定をもっ
て有効性の判定に代えておりま
す。 

７ ヘッジ会計の方法 
 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 
 
 
 
 
 
 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段…同左 
  ヘッジ対象…同左 
 (3) ヘッジ方針 

  同左 
 
 
 
 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 
 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 
 
 
 
 
 
 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段…同左 
  ヘッジ対象…同左 
 (3) ヘッジ方針 

同左 
 
 
 
 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

８ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 
  税抜方式によっております。 
(2) 連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用しており
ます。 
 

８ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 
  税抜方式によっております。    
(2) 連結納税制度の適用 

      同左 
   
 

８ その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 
 (2) 連結納税制度の適用 

      同左 
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会計処理の変更 
 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準) 
当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準第５号 平成
17年12月9日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準
等の適用指針」（企業会計基準適用
指針第8号 平成17年12月9日）を適

用しております。 
 従来の資本の部の合計に相当する
額は1,063,325千円であります。 

なお、当中間会計期間における中間
貸借対照表の純資産の部について
は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に 
より作成しております。 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準) 
当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準第５号 平
成17年12月9日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計
基準等の適用指針」（企業会計基
準適用指針第8号 平成17年12月9

日）を適用しております。 
 従来の資本の部の合計に相当す
る額は1,153,126千円であります。 

なお、当事業年度における貸借対
照表の純資産の部については、財
務諸表等規則の改正に伴い、改正

後の財務諸表等規則により作成し 
ております。       

――――― （役員退職慰労引当金） 
 当社の役員の退職慰労金の支給に

充てるため、内規に基づく中間連結
会計期間末要支給額を計上しており
ます。 

 当社の役員退職慰労引当金は、従
来、支出時の費用として処理してお
りましたが、当中間連結会計期間よ

り「租税特別措置法上の準備金及び
特別法上の引当金又は準備金並びに
役員退職慰労引当金等に関する監査

上の取扱い」（日本公認会計士協会 
平成19年4月13日監査・保証実務委
員会報告第42号）を適用し、中間連

結会計期間末要支給額を役員退職慰
労引当金として計上する方法に変更
しております。 

この変更により、従来の方法によ
った場合と比べ、当中間連結会計期
間の営業利益及び経常利益はそれぞ

れ8百万円減少、税金等調整前中間
純損失及び当期純損失は91百万円増
加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影
響については、当該箇所に記載して
おります。 

――――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 
3,655,345千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 
2,934,470千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 
3,627,830千円 

※２ 担保資産 
イ 担保差入資産  

建物 990,116千円 
土地 2,100,685千円 
  

  
ロ 対応する債務の内容 
短期借入金 834,986千円 

長期借入金 729,307千円 
長期受入 
保証金 489,040千円 

 

※２ 担保資産 
イ 担保差入資産  

建物 1,182,728千円 
土地 2,256,987千円 
  

  
ロ 対応する債務の内容 
短期借入金 1,007,200千円 
1年以内返済
予定の長期借
入金 

263,323千円 

長期借入金 1,104,670千円 
長期受入 
保証金 489,040千円 

 

※２ 担保資産 
イ 担保差入資産  

建物 1,190,212千円 
土地 2,256,987千円 
 

 
 

ロ 対応する債務の内容 
短期借入金 707,200千円 
1年以内返済
予定の長期借
入金 

278,077千円 

長期借入金 1,107,840千円 
長期受入 
保証金 489,040千円 

 
※３ 当社は適格退職年金制度を採
用しておりましたが、平成13
年１月12日を基準日として、

これを廃止し、基準日時点で
の退職金要支給額と年金資産
の配分額との差額を退職日後

１年間据置10年間分割支払す
ることとしたため、当該未払
額を「未払退職金」として固

定負債に計上しております。 
 

※３     同左 ※３     同左 

※４  中間会計期間末日満期手形
の会計処理については、手形交換日
をもって決済処理しております。 
 なお、当中間会計期間末日が金融 
機関の休日であったため、次の中間 
会計期間末日満期手形が、中間会計 
期間末残高に含まれております。 
受取手形 5,142千円
支払手形 18,857千円

 

※４  中間会計期間末日満期手形の
会計処理については、手形交換日を
もって決済処理しております。 
 なお、当中間会計期間末日が金融 
機関の休日であったため、次の中間 
会計期間末日満期手形が、中間会計 
期間末残高に含まれております。 

受取手形 4,616千円
支払手形 5,607千円

 

※４ 期末日満期手形の会計処理
については､手形交換日をもって､
決済処理しております。 

 なお､当期末日が金融機関の休日
であった為､次の期末満期手形が､
当期末残高に含まれております。 
受取手形 21,132千円
支払手形 136,501千円
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(中間損益計算書関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 
受取利息 196千円
受取配当金 26,381千円

受取手数料  14,191千円
 

 

※１ 営業外収益の主要項目 
受取利息 1,350千円
受取配当金 20,332千円

受取手数料  1,581千円
 

※１ 営業外収益の主要項目 
受取利息 878千円
受取配当金 26,586千円

受取手数料 26,960千円
 

 
※２ 営業外費用の主要項目 
支払利息 57,113千円

 
  

※２ 営業外費用の主要項目 
支払利息 55,960千円

 
 

※２ 営業外費用の主要項目 
支払利息 109,075千円

 
 

※３ 特別利益の主要項目 

――――― 
 
 
  

※３ 特別利益の主要項目 

――――― 

※３ 特別利益の主要項目 
固定資産売却
益 土地 8,876千円

関係会社株式
売却益 

400千円
 

※４ 特別損失の主要項目 
固定資産 
除却損 

 
 車両 
 運搬具 

100千円

 構築物 723千円

 
 工具器具 
 及び備品 4,491千円

  計 5,315千円

 

事業撤退損失 38,965千円

減損損失 1,669千円

 
 

※４ 特別損失の主要項目 
固定資産 
除却損 

   建物 4,231千円

   構築物 1,306千円

 
 機械及び 
 装置 420千円

 
 車両 
 運搬具 

182千円

 
 工具器具 
 及び備品 843千円

  計 6,984千円
 

事業撤退損失 15,539千円

棚卸評価損 35,438千円

役員退職慰労
金繰入額 83,171千円

抱合株式消滅
差損 

30,799千円

企業再編費用 
 

3,834千円

減損損失 729千円
 

※４ 特別損失の主要項目 
固定資産 
除却損 

   建物 114千円

   構築物 7,470千円

 
 機械及び 
 装置 1,020千円

 
 車両 
 運搬具 

100千円

 
 工具器具 
 及び備品 9,614千円

  計 18,319千円
  

事業撤退損失 42,905千円

企業再編費用 2,559千円

減損損失 17,691千円

退職金通算制
度過年度掛金 45,937千円
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前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※５ 減損損失 
当中間会計期間において、当社は

以下の資産グル－プについて減損損
失を計上しました。 

場所 用途 種類 その他 

福岡本社 
福岡県福
岡市 

販売設備 

建物 
機械及び
装置 
工具器具 
及び備品 

―  

    
当社は、事業用資産については継

続的に収支の把握を行っている管理
会計上の区分に基づきグル－ピング
を行っております。 

福岡本社の販売設備については、
将来的にも収益向上の見通しがたた
ないため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失
（1,669千円）として特別損失に計
上しております。 

減損損失の内訳は、建物555千円
機械及び装置179千円、工具器具及
び備品935千円であります。 

なお、当資産グル－プの回収可能価
額は正味売却価額により測定してお
りますが、売却可能性が見込めない

ため、零評価しております。 

※５ 減損損失 
 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グル－プについて減損損
失を計上しました。 

場所 用途 種類 
その
他 

神奈川県
大和市 

遊休資産 

無形固定資
産 
（電話加入
権） 

―  

    
当社は、事業用資産については継
続的に収支の把握を行っている管理

会計上の区分に基づきグル－ピング
を行っております。 
神奈川県大和市の電話加入権につ

いては、将来的にも収益向上の見通
しがたたないため、帳簿価額を全額
減額し、当該減少額を減損損失

（729千円）として特別損失に計上
しております。 
減損損失の内訳は、無形固定資産

（電話加入権）729千円でありま
す。 
なお、当資産グル－プの回収可能

価額は正味売却価額により測定して
おりますが、売却可能性が見込めな
いため、零評価しております。 

※５ 減損損失 
当事業年度において、当社は以下

の資産グル－プについて減損損失を
計上しました。 

場所 用途 種類 その他 

福岡支社 
福岡市南
区 

遊休資産 

建物及び
構築物 
機械装置 
工具器具
及び備品 
土地 

―  

    
当社は、事業用資産については
継続的に収支の把握を行っている
管理会計上の区分に基づきグル－

ピングを行っております。 
福岡支社の遊休資産について
は、将来的にも収益向上の見通し

がたたないため、帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減少額
を減損損失（17,691千円）として

特別損失に計上しております。 
減損損失の内訳は、建物9,108
千円、機械及び装置179千円、工

具器具及び備品935千円、土地
7,468千円であります。 
なお、当資産グル－プの回収可能価

額は正味売却価額により測定してお
り、売却可能性が見込める固定資産
については、固定資産税評価額に基

づいて評価しており、売却が見込め
ない固定資産は零評価しておりま
す。 

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 85,244千円
無形固定資産 256千円
  

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 87,685千円
無形固定資産 310千円

 

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 177,979千円
無形固定資産 566千円
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(中間株主資本等変動計算書関係) 

全中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増 加 減 少 当中間会計期間末 

普通株式(株)   10,025       －    －  10,025  

 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増 加 減 少 当中間会計期間末 

普通株式(株)   10,025       －    －  10,025  

 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年3月31日) 
自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増 加 減 少 当事業年度末 

普通株式(株)   10,025       －    －  10,025  
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(リース取引関係) 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 
  (1) リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

機械及び
装置 43,343 15,809 ― 27,534 

車両運搬
具 43,884 19,074 ― 24,810 

工具器具
及び備品 148,760 70,568 ― 78,191 

合計 235,988 105,452 ― 130,535 
 

１ リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 
  (1) リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械及び
装置 43,343 22,956 ― 20,387 

車両運搬
具 49,146 18,338 ― 30,807 

工具器具
及び備品 156,579 89,616 ― 66,962 

合計 249,069 130,912 ― 118,157 
 

１ リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 
  (1) リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損失
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

機械及び
装置 43,343 19,382 ― 23,960 

車両運搬
具 45,804 22,621 ― 23,183 

工具器具
及び備品 156,217 85,119 ― 71,098 

合計 245,366 127,123 ― 118,242 
 

 (注)取得価額相当額は、有形固定資産の中

間期末残高等に占める未経過リース料

中間期末残高の割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

同左  (注)取得価額相当額は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額及
びリース資産減損勘定中間期末残高 

１年以内 41,661千円
１年超 88,874千円

合計 130,535千円

リース資産減損勘定

中間期末残高 
―千円

 (注)未経過リース料中間期末残高相当額の
算定は、有形固定資産の中間期末残高

等に占める未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額及
びリース資産減損勘定中間期末残高 

１年以内 47,148千円
１年超 71,009千円

合計 118,157千円

リース資産減損勘定

中間期末残高 
―千円

同左 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額及びリ
ース資産減損勘定期末残高 

１年以内 43,290千円
１年超 74,951千円

合計 118,242千円

リース資産減損勘定

期末残高 
―千円

 (注)未経過リース料期末残高相当額の算定

は、有形固定資産の期末残高等に占め

る未経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

 

支払リース料 21,383千円

リース資産減損勘定の取崩額 2,068千円
減価償却費相当額 21,383千円
減損損失 ―千円
 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の 

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

支払リース料 22,320千円

リース資産減損勘定の取崩額 －千円
減価償却費相当額 －千円
減損損失 ―千円
 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の 

取崩額、減価償却費相当額、減損損失 

支払リース料 42,866千円

リース資産減損勘定の取崩額 2,068千円
減価償却費相当額 40,798千円
減損損失 ―千円
 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ２ オペレーティング・リース取引 
    未経過リース料 

１年以内       1,312千円 
１年超         2,713千円 

合計           4,026千円 
 

２ オペレーティング・リース取引 
    未経過リース料 

１年以内       1,580千円 
１年超         2,069千円 

合計           3,649千円 
 

２ オペレーティング・リース取引 
    未経過リース料 

１年以内       1,580千円 
１年超         2,859千円 

合計           4,440千円 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても、子会社株式で時価のあ

るものは、ありません。 

 (１株当たり情報) 
 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 132.45円
 

１株当たり純資産額 118.75円
 

１株当たり純資産額 143.63円
 

１株当たり中間純利益 3.79円
 

１株当たり中間純損失 24.38円
 

１株当たり当期純損失 15.01円
 

 (注)  潜在株式調整後１株当た
り中間純利益については、１
株当たり中間純損失であるた

め記載しておりません。 

 (注)  潜在株式調整後１株当た
り中間純利益については、潜
在株式が存在しないため記載

しておりません。 

 (注)  潜在株式調整後１株当た
り当期純利益については、潜
在株式が存在しないため記載

しておりません。 

(注) １株当たり中間(当期)純利益又は１株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
１ １株当たり純資産額 

項目 前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

貸借対照表上の純資産の部

の合計額(千円) 
1,063,325 953,335 1,153,126 

普通株式に係る純資産額

(千円) 
1,063,325 953,335 1,153,126 

普通株式の発行済株式数

(株) 
8,038,100 8,038,100 8,038,100 

普通株式の自己株式数(株) 10,025 10,025 10,025 

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数
(株) 

8,028,075 8,028,075 8,028,075 

２ １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失 
 

 
前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

中間(当期)純利益又は中間

(当期)純損失(△) (千円) 
30,405 △199,308 △120,510 

普通株主に帰属しない金額 

(千円) 
― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)

純利益又は中間(当期)純損

失(△) (千円) 

30,405 △199,308 △120,510 

普通株式の期中平均株式数 

(株) 
8,028,075 8,028,075 8,028,075 
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 (重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社は、平成19年2月19日開催の取締役会において承認された合併契約に基づき、平成19年4月3日に連結子会
社である日飛電子精機株式会社と合併いたしました。 
(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容 
名称    日飛電子精機株式会社 
事業の内容 ゲート式駐車場管理装置他の設計,製造及び販売 

(2) 企業結合の法的形式及び企業結合取引の概要 
共通支配下の取引であり、当社を存続会社、日飛電子精機株式会社を消滅会社とする簡易吸収合併方式と
し、合併による新株の発行及び資本金の増加はありません。 
(3) 企業結合の目的 
 設計・製造・販売のリソースを完全に集約する事で、開発力の強化、製造販売体制の最適化を企図致しま
す。 
 
(4) 実施した会計処理の概要 
  「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離
等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成17年12月27日）に基づき、共通支配下
の取引として会計処理を行っております。  
 
(5) 財産の引継ぎ 
合併期日において、日飛電子精機株式会社の資産、負債及び権利義務の一切を承継いたしました。 

     なお、日飛電子精機株式会社の平成19年3月31日現在の資産、負債及び純資産の額は次のとおりであります。 

  （科  目）       （金  額） 

現金及び預金           44,333千円 

受取手形及び売掛金      212,378千円 

たな卸資産           278,076千円 

その他の流動資産         37,120千円 

流動資産計            571,908千円 

有形固定資産           162,871千円 

無形固定資産             729千円 

投資その他の資産           11,373千円 

固定資産計              174,974千円 

資産合計              746,882千円 

買掛金             283,278千円 

短期借入金           160,048千円 

その他の流動負債          51,565千円 

流動負債計            494,892千円 

その他の固定負債          4,212千円 

固定負債合計            4,212千円 

負債合計            499,105千円 

純資産合計             247,777千円 

(6) 合併交付金 

なし 

 


